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平成 26年度第 1回（第 9期第 3回）浦安市廃棄物減量等推進審議会（議事要旨） 

 

１ 開催日時  平成 26年 7月 25日（金）午後 2時 00分～午後 4時 00分 

 

２ 開催場所  浦安市健康センター第 2会議室 

 

３ 出席者 

  （委員） 

  下田会長、畑山副会長、三枝委員、佐藤委員、道下委員、大川委員、扇谷委員、

島野委員、崎野委員、高梨委員、枇杷木委員、荒井委員、坪井委員 

  （事務局） 

  長峰都市環境部長、大塚都市環境部次長、熱海ごみゼロ課長、 

熊木ビーナスプラザ所長、奥山課長補佐、瀬能尾主事 

 

４ 議題 

(1) 諮問事項 

ア 事業系一般廃棄物の発生抑制について 

イ 廃棄物減量等推進員制度の在り方について 

(2) 審議会日程 

  ア 会議日程について 

  イ 視察先について 

 

５ 議事の概要 

（１）事務局よりそれぞれの項目について説明。各委員より意見、要望等を伺う。 

（２）事務局より各種お知らせ及び今後のスケジュールについて説明。 
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６ 会議経過 

浦安市廃棄物減量等推進審議会規則第３条第１項により、審議会会長を議長とし、

会長が議事を進行した。 

 

○諮問事項について 

 事務局より説明を行い、委員による質疑を行った。 

 主な説明、質疑内容は次のとおり。 

 【事業系一般廃棄物の発生抑制について】 

・事務局 事業系ごみについては、少量・多量に関係なく事業者に処理責任があり、

クリーンセンターへ直接搬入するか、市内許可業者と契約して処分する

のが原則である。しかし、少量の排出しかない事業者が、こうした処理

方法を行うことは過負担であることから、浦安市では少量事業系指定ご

み袋制度を導入している。これは、一日あたりのごみ排出量が 45 リッ

トルのごみ袋一袋程度である事業者を対象としている制度で、少量事業

系専用の指定ごみ袋を使用すれば、家庭ごみと同様に行政が回収すると

いうものである。 

しかし、事業者の中には事業系ごみであるにも関わらず、家庭系の指定

ごみ袋で排出している例もあり、少量であっても事業系ごみであること

の認識をさせることが、重要であると考える。 

 【廃棄物減量等推進員制度の在り方について】 

 他自治体(市川市、船橋市、千葉市)の実態を例に挙げながら、浦安市における現 

状を説明した。 

・事務局 廃棄物減量等推進員(以下「推進員」)は、各自治会長から推薦される役

職であり、地域に根差したごみ減量・再資源化活動を期待される人員で

あるが、うまく機能していないのが当市の現状である。他の自治体にあ

っても、同様の悩みを抱えており、推進員の活動内容も大凡同じである。

しかし、公募を導入している自治体もあれば、報酬を出している自治体

もあり、それぞれに特色がある。こうした他市の状況も踏まえ、今後推

進員の活動を活発化させるために、現推進員制度の見直しや新たな取り

組みが必要であると考える。 
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・会 長 事務局より説明があったことに対して、何かご意見はあるか。 

 【事業系一般廃棄物の発生抑制について】 

・委 員 事業者の中でも、少量排出事業者の対策はとても難しい問題であり、決

定打はないのではないかと考える。しかし、そうした中、浦安市が行っ

ている少量事業系指定ごみ袋制度は、市の歳入を見る限り実績もあり、

少量排出事業者対策としては有効な手段の一つであると考える。さらに

成果をあげるためには、粘り強く事業者に啓発して行くしかない。 

・委 員 事業系ごみの歳入が増加しているが、その要因を調査し、継続していけ

ばよくなると思う。要因は分かるか。 

・事務局 ごみ収集業者と連携しながら、排出される不適正な事業系ごみを見つけ

出し、粘り強く声掛けをしている。そうしたことの結果ではないかと考

える。 

・委 員 事業系指定ごみ袋の購入に対し、インセンティブをつけたらどうか。多

量の購入者にはポイントをつけたり、割引をしたりしたらどうか。 

・委 員 少量排出事業者とそれ以外の事業者の線引きが曖昧ではないか。敷地面

積など明確な基準を設けるべきと考える。 

 【廃棄物減量等推進員制度の在り方について】 

・委 員 推進員自体の知名度が低いのではないか。自治会内でさえ、推進員を知

らない人もいる。もっと啓発するべきだと考える。 

・委 員 「イベントをするから、協力してください」ではなく、推進員同士が集

まり、そもそもそうしたイベントを推進員自ら企画してもらうというの

はどうか。そうすることで、推進員同士の団結力も付くのではないか。 

・委 員 推進員制度がうまく機能していない要因として、自治会長からの推薦が

考えられる。持ち回りになってしまっている自治体では、ただ役職が回

ってきたからやっている、という人もいる。やる気がある人が推進員に

なれるように変えていったらどうか。 

 

・会 長 他にご意見はないか、なければ本日の審議は終了したい。 


